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１ 統計調査の承認等の状況 

（総括表） 
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○基幹統計調査の承認 

 

基幹統計調査の名称 実 施 者 主 な 承 認 事 項 承認年月日

該 当 な し

 

   

 



○一般統計調査の承認

承認年月日 統計調査の名称 実施者

H21.8.7 漁業就業動向調査 農 林 水 産 大 臣

H21.8.7 自動車分解整備事業実態調査 国 土 交 通 大 臣

H21.8.18 雇用均等基本調査 厚 生 労 働 大 臣

H21.8.18 建設業労働災害防止対策等総合実態調査 厚 生 労 働 大 臣

H21.8.18 内水面漁業生産統計調査 農 林 水 産 大 臣

H21.8.18 民間企業の勤務条件制度等調査 人 事 院 総 裁

H21.8.19 農業物価統計調査 農 林 水 産 大 臣

H21.8.20 消費者向け電子商取引実態調査 経 済 産 業 大 臣

H21.8.26 環境投資等実態調査 環 境 大 臣

H21.8.31 福祉事務所現況調査 厚 生 労 働 大 臣
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（１）　新　規

受理年月日 統計調査の名称 実施者

H21.8.3 愛知県科学技術基本計画策定調査 愛 知 県 知 事

H21.8.3 仕事と子育て両立支援に関する意向調査 愛 知 県 知 事

H21.8.4 工芸産業実態調査 沖 縄 県 知 事

H21.8.7 北九州市企業景況調査 北 九 州 市 長

H21.8.7 奈良県民のくらしに関する調査 奈 良 県 知 事

H21.8.7 県民の健康に関する意識及び実態調査 埼 玉 県 知 事

H21.8.10 埼玉県職業能力開発調査 埼 玉 県 知 事

H21.8.17
平成21年度第8次千葉県廃棄物処理計画の策定に係る基礎調
査

千 葉 県 知 事

H21.8.18 鳥取県における少子化対策等に関するアンケート 鳥 取 県 知 事

H21.8.19 埼玉県非正規労働者雇用環境調査 埼 玉 県 知 事

H21.8.20 産業廃棄物税の導入に関する意識調査 沖 縄 県 知 事

H21.8.20 青果物生産事情調査 滋 賀 県 知 事

H21.8.21 市場取扱品流通状況調査 大 阪 府 知 事

H21.8.24 福島県歯科疾患実態調査 福 島 県 知 事

H21.8.24 産業廃棄物実態調査 福 井 県 知 事

H21.8.25 苫小牧都市圏パーソントリップ調査 北 海 道 知 事

H21.8.26 県民の運動・スポーツに関する意識・実態調査 鳥 取 県 教 育 委 員 会

H21.8.26 携帯電話アンケート調査 鳥 取 県 教 育 委 員 会

H21.8.26 中小企業労働条件等実態調査 東 京 都 知 事

H21.8.27 産業労働計画（仮称）策定基礎調査 愛 知 県 知 事

H21.8.27 デジタルコンテンツ系企業実態把握調査 愛 知 県 知 事

H21.8.27 公共の場所等における受動喫煙防止対策実施状況調査 愛 知 県 知 事

H21.8.28 奈良県ひとり親家庭実態調査 奈 良 県 知 事

H21.8.28 新型インフルエンザ対策に関するアンケート調査 高 知 県 知 事

H21.8.31 雇用動向及び職業能力開発に関する事業所意向調査 熊 本 県 知 事

H21.8.31 男女間における暴力に関する調査 山 口 県 知 事

H21.8.31 滋賀県歯科保健実態調査 滋 賀 県 知 事

（２）　変　更

受理年月日 統計調査の名称 実施者

H21.8.4 新潟市景況調査 新 潟 市 長

H21.8.7 京都府鉱工業生産動態統計調査 京 都 府 知 事

H21.8.21 大阪府労働関係調査 大 阪 府 知 事

H21.8.27 熊本県女性労働実態調査 熊 本 県 知 事

○届出統計調査の受理
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２ 基 幹 統 計 調 査 の 承 認 
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○基幹統計調査の承認 

【該当なし】 
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３ 一 般 統 計 調 査 の 承 認 
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○一般統計調査の承認 

【調査名】 漁業就業動向調査 

【承認年月日】 平成２１年０８月０７日 

【実施機関】 農林水産省大臣官房統計部経営・構造統計課センサス統計室 

【目 的】 漁業就業動向調査は，水産基本法（平成１３年法律第８９号）に基づき，効率的

かつ安定的な漁業経営を担うべき人材の育成及び確保を図るため，海面漁業の就業

構造の動向について明らかにし，水産行政施策の企画・立案，推進等に必要な資料

を整備することを目的とする。 

【調査の構成】 １－漁業就業動向調査票（個人経営体用） ２－漁業就業動向調査票（団体

経営体用） 

【公 表】 調査結果の概要を印刷物及びホームページで公表する。（調査実施年の翌年の３月 

末まで）調査結果の詳細を報告書として刊行するとともに，ホームページに掲載る。 

（調査実施年の翌年の９月末まで） 

※ 

【調査票名】 １－漁業就業動向調査票（個人経営体用） 

 【調査対象】 （地域）全国の沿岸市町村 （単位）経営体 （属性）個人漁業経営体（個

人経営体） （注）個人経営体とは，調査期日前１年間に利潤又は生活の資

を得るために，生産物を販売することを目的として自営漁業を営んだ世帯。

ただし，海面漁業における個人経営体のうち，調査期日前１年間における自

営漁業の海上作業従事日数が３０日未満の個人経営体は除く。 （抽出枠）

２００８年漁業センサス海面漁業調査（漁業経営体調査）の基準調査区 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）６，０００／１０９，０００ （配布）調

査員 （取集）調査員 （記入）自計 （把握時）１１月１日現在 （系統）

農林水産本省－農政事務所－統計・情報センター－統計調査員－調査対象 

 【周期・期日】 （周期）年（ただし、漁業センサス実施年は除く） （実施期日）毎年１

０月下旬～１１月下旬 

 【調査事項】 １．世帯員について（男女別の世帯数，満１４歳以下の男女別世帯員数），２．

家としての専業・兼業について，３．満１５歳以上世帯員の過去１年間に漁

業を行った人について（調査日現在の満年齢，男女の別，過去１年間にした

仕事），４．過去１年間に３０日以上自家漁業の海上作業に雇った人の数（男

女別・年齢階層別）について 

※ 

【調査票名】 ２－漁業就業動向調査票（団体経営体用） 

 【調査対象】 （地域）全国の沿岸市町村 （単位）事業所 （属性）団体漁業経営体（団

体経営体） （注）団体経営体とは，調査期日前１年間に利潤又は生活の資

を得るために，生産物を販売することを目的として漁業を営んだ事業所をい
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い，会社，漁業共同組合，漁業生産組合，共同経営，その他（都道府県の水

産増殖センターや栽培漁業センター，市町村の水産ふ化場）をいう。 （抽

出枠）２００８年漁業センサス海面漁業調査（漁業経営体調査）の団体経営

体 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）６４０／５，７００ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）１１月１日現在 （系統）農林水産本

省－農政事務所－統計・情報センター－調査対象 

 【周期・期日】 （周期）年（ただし、漁業センサス実施年を除く） （実施期日）毎年１

０月下旬～１１月下旬 

 【調査事項】 過去１年間に３０日以上海上作業を行った人の数（男女別・年齢階層別）に

ついて 
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【調査名】 自動車分解整備事業実態調査 

【承認年月日】 平成２１年０８月０７日 

【実施機関】 国土交通省自動車交通局技術安全部整備課 

【目 的】 自動車分解整備事業者における整備需要の状況・経営状況等の実態を把握し、自

動車整備事業の近代化を図り、健全な発達に資する方策の基礎資料を得る。 

【沿 革】 本調査は，昭和５４年度以降，毎年度実施しているものである。 

【調査の構成】 １－平成２１年度自動車分解整備事業実態調査票 

【公 表】 調査結果報告を国土交通省ＨＰに掲載（調査実施翌年度７月） 

※ 

【調査票名】 １－平成２１年度自動車分解整備事業実態調査票 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）自動車分解整備事業の認証を受け

ている全事業場 （抽出枠）認証事業者台帳及び（社）日本自動車整備振興

会連合会のデータ 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）９，０００／９０，０００ （配布）郵送・

オンライン （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎年６

月３０日現在 （系統）国土交通省→民間調査機関→報告者 

 【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）０８月１５日～１０月３１日 

 【調査事項】 １．事業場の概要，（１）企業名等、（２）事業場の所在する市区町村及び認

証（指定）番号，（３）事業場の形態，（４）資本金（又は出資金、元入金）

及び総従業員数，（５）企業（又は組合）の形態，（６）事業場における整備

関係従業員の状況，２．経営状況，（１）決算期１年分の整備の種類別整備入

庫台数及び売上高，（２）整備売上高及び売上原価，３．環境問題への対応状

況，（１）リサイクル部品の活用状況，（２）自動車リサイクル法への対応状

況（引取業者，回収業者、解体業者の許可の取得の有無等） 
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【調査名】 雇用均等基本調査 

【承認年月日】 平成２１年０８月１８日 

【実施機関】 厚生労働省雇用均等・児童家庭局雇用均等政策課 

【目 的】 この調査は，男女の雇用均等問題に係る雇用管理の実態を把握することを目的と

する。平成２１年度は，男女雇用機会均等法に基づく企業における女性の採用，配

置等の雇用管理状況及び事業所における育児休業制度の規定・運用状況等について

調査を行う。 

【調査の構成】 １－企業票 ２－事業所票 

【公 表】 厚生労働省ホームページ及び印刷物（結果概況：調査実施翌年の９月 結果報告 

書：調査実施翌々年の３月） 

※ 

【調査票名】 １－企業票 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）日本標準産業分類に基づく次の産業

に属し、常用労働者１０人以上雇用している民営企業。鉱業，採石業，砂利

採取業，建設業，製造業，電気・ガス・熱供給・水道業，情報通信業，運輸

業，郵便業，卸売業，小売業，金融業，保険業，不動産業，物品賃貸業，学

術研究，専門・技術サービス業，宿泊業，飲食サービス業，生活関連サービ

ス業，娯楽業（ただし，生活関連サービス業のうち家事サービス業を除く。），

教育，学習支援業，医療，福祉，複合サービス業，サービス業（他に分類さ

れないもの）（外国公務を除く。） （抽出枠）平成１８年事業所・企業統計

調査 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）６，０００／４００，０００ （配布）郵

送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査実施年の１０月１日現在 

（系統）厚生労働省雇用均等・児童家庭局－報告者 

 【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年１０月１日～１０月３０日 

 【調査事項】 （ア）企業の属性に関する事項 ａ．企業所の名称及び所在地 ｂ．主な事

業内容又は主要製品 ｃ．常用労働者数 ｄ．労働組合の有無 （イ）女性

雇用管理に関する事項 ａ．新規学卒者の採用の有無，女性採用を行った場

合の採用者数 ｂ．部門別配置状況 ｃ．役職別登用状況 ｄ．女性が少な

い又はいない管理職等がある理由 ｅ．ポジティブ・アクション（女性の活

躍推進）の取組状況 ｆ．ポジティブ・アクション（女性の活躍推進）を推

進することが必要と考える理由，効果があったと思われる理由 ｇ．ポジテ

ィブ・アクションの取組事項 ｈ．ポジティブ・アクションを取り組まない

理由 ｉ．女性の活躍を推進する上での問題点 

※ 

【調査票名】 ２－事業所票 
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 【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に基づく次の産

業に属し、常用労働者を５人以上雇用している民営事業所。鉱業，採石業，

砂利採取業，建設業，製造業，電気・ガス・熱供給・水道業，情報通信業，

運輸業，郵便業，卸売業，小売業，金融業，保険業，不動産業，物品賃貸業，

学術研究，専門・技術サービス業，宿泊業，飲食サービス業，生活関連サー

ビス業，娯楽業（ただし，生活関連サービス業のうち家事サービス業を除く。），

教育，学習支援業，医療，福祉，複合サービス業，サービス業（他に分類さ

れないもの）（外国公務を除く。） （抽出枠）平成１８年度事業所・企業統

計調査 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）６，０００／１，５００，０００ （配布）

郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査実施年の１０月１日現

在 （系統）厚生労働省雇用均等・児童家庭局－報告者 

 【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年１０月１日～１０月３０日 

 【調査事項】 （ア）事業所の属性に関する事項 ａ．事業所の名称及び所在地 ｂ．主な

事業内容又は主要製品 ｃ．常用労働者数 ｄ．労働組合の有無 （イ）育

児休業制度等に関する事項 ａ．育児休業制度の規定の有無 ｂ．育児休業

制度の規定内容 ｃ．出産者の有無，出産者数及び女性育児休業者数 ｄ．

配偶者出産者の有無，配偶者出産者数及び男性育児休業者数 ｅ．育児のた

めの勤務時間短縮等の措置の制度の有無 （ウ）母性健康管理制度に関する

事項 
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【調査名】 建設業労働災害防止対策等総合実態調査 

【承認年月日】 平成２１年０８月１８日 

【実施機関】 厚生労働省大臣官房統計情報部賃金福祉統計課 

【目 的】 本調査は，安全衛生管理体制，安全衛生活動，工事の施行体制，現場での安全衛

生教育・指導の状況，労働者の安全衛生意識等の実態を把握するとともに，特に，

第１１次労働災害防止計画において特定災害対策及び労働災害多発業種対策として

重点施策に位置づけられている各種先行工法ガイドラインの施行状況や労働安全衛

生マネジメントシステムやリスクアセスメントの実施状況を明らかにすることによ

り，今後の労働安全衛生行政運営に資する基礎資料とすることを目的とするもので

ある。 

【調査の構成】 １－事業所票 ２－工事現場票 ３－個人票 

【公 表】 厚生労働省ホームページ及び印刷物（調査結果の概況：調査実施翌年の９月 

調査結果報告書：調査実施翌々年の３月）  

※ 

【調査票名】 １－事業所票 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類による建設業の

うち，５人以上１００人未満の常用労働者を雇用する民営事業所 （抽出枠）

平成１８年事業所・企業統計調査 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）８，５００／１７０，０００ （配布）郵

送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査実施年の１０月３１日現

在 ただし，一部の事項については通常の状態又は過去３年間，又は過去１

年間を対象とする。 （系統）厚生労働省大臣官房統計情報部－報告者 

 【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）調査実施年の１１月１日～調査実施年の１１

月２４日 

 【調査事項】 （ア）事業所に関する事項，（イ）安全衛生管理体制に関する事項，（ウ）安

全衛生活動に関する事項，（エ）下請工事に関する事項，（オ）元請工事に関

する事項 

※ 

【調査票名】 ２－工事現場票 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）工事現場 （属性）労働保険適用事業所のうち，労

働者災害補償保険の概算保険料が１６０万円以上又は工事請負金額が１億９，

０００万円以上の工事現場 （抽出枠）調査実施年の３月末現在の労働保険

適用事業所名簿 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，１００／１１，０００ （配布）郵送 

（取集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査実施年の１０月３１日現在 （系

統）厚生労働省大臣官房統計情報部－報告者 
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 【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）調査実施年の１１月１日～調査実施年の１１

月２４日 

 【調査事項】 （ア）工事現場に関する事項，（イ）安全衛生管理体制に関する事項，（ウ）

安全衛生活動に関する事項，（エ）下請事業者に関する事項 

※ 

【調査票名】 ３－個人票 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）労働保険適用事業所のうち，労働者

災害補償保険の概算保険料が１６０万円以上又は工事請負金額が１億９，０

００万円以上の工事現場で建設労働に従事する労働者 （抽出枠）調査実施

年の３月末現在の労働保険適用事業所名簿 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１１，０００／２８０，０００ （配布）

郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査票の配布を受けた工事

現場での記入する時点 （系統）厚生労働省大臣官房統計情報部－労働者調

査対象事業所－報告者 

 【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）調査実施年の１１月１日～調査実施年の１１

月２４日 

 【調査事項】 （ア）労働者の属性等，（イ）工事現場における労働災害防止のための安全対

策に対する意識，（ウ）現在の工事現場での安全衛生教育受講の有無及び種類

別効果の有無，アンケート手法による新規入場者教育の受講の有無，（エ）ヒ

ヤリ・ハット体験の有無，他の労働者に対して周知する機会の有無及び周知

する機会，（オ）工期短縮による安全衛生面への影響に対する意識，（カ）労

働災害防止対策として希望する事項の有無及び内容 
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【調査名】 内水面漁業生産統計調査 

【承認年月日】 平成２１年０８月１８日 

【実施機関】 農林水産省大臣官房統計部生産流通消費統計課 

【目 的】 内水面漁業・養殖業の生産に関する実態を明らかにし，内水面漁業振興対策等の

水産行政の資料を得る。 

【調査の構成】 １－内水面漁業漁獲統計調査票 ２－内水面養殖業収獲統計調査票 ３－３

湖沼漁業生産統計調査票 

【公 表】 調査結果の概要：印刷物及びホームページに掲載（調査年の翌年４月３０日まで 

に）， 調査結果の詳細：報告書として刊行及びホームページに掲載（調査年の翌々 

年２月末頃） 

※ 

【調査票名】 １－内水面漁業漁獲統計調査票 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所及び世帯 （属性）漁業センサス実施年：漁

業権の更新等の整合を図る観点等から，漁業法に基づく漁業権の設定又は水

産資源保護法に基づく保護水面の指定が行われている全ての河川及び湖沼

（琵琶湖，霞ヶ浦及び北浦を除く。）を調査範囲とし，調査範囲の河川及び湖

沼を管轄する漁業組合，又は，同河川及び湖沼で漁業を営む漁業経営体を対

象とする。 漁業センサス実施年以外の年：漁業センサス実施年の本調査結

果に基づき，年間漁獲量５０ｔ以上の河川及び湖沼並びに年間漁獲量５０ｔ

未満の河川及び湖沼であっても，統計部長が国の施策上，毎年の調査が必要

な河川及び湖沼として指定する河川及び湖沼を調査範囲とし，調査範囲の河

川及び湖沼を管轄する漁業協同組合，又は，同河川及び湖沼で漁業を営む漁

業経営体を対象とする。 （抽出枠）漁業センサス実施年：前回漁業センサ

ス実施年及び前年の内水面漁業協同組合等名簿並びに直近の漁業センサス内

水面漁業調査客体名簿 漁業センサス実施年以外の年：前年の内水面漁業協

同組合等名簿及び直近の漁業センサス内水面漁業調査客体名簿 

 【調査方法】 （選定）漁業センサス実施年：全数 漁業センサス実施年以外の年：有意抽

出 （客体数）１２００ ７００ （配布）郵送・オンライン・調査員 （取

集）郵送・オンライン・調査員 （記入）併用 （把握時）調査実施年の前

年の１月１日～１２月３１日 （系統）農林水産本省→民間事業者→報告者 

 【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）調査実施年の１月中旬～２月上旬 

 【調査事項】 １．魚種別漁獲量，２．天然産種苗採捕漁 

※ 

【調査票名】 ２－内水面養殖業収獲統計調査票 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）ます類，あゆ，こい及びうなぎの

養殖業を営んでいる養殖業経営体を対象とする。 （抽出枠）内水面養殖業
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経営体名簿 

 【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２，０００ （配布）郵送・オンライン・調査員 

（取集）郵送・オンライン・調査員 （記入）併用 （把握時）調査実施年

の前年の１月１日から１２月３１日 （系統）農林水産本省→民間事業者→

報告者 

 【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）調査実施年の１月中旬～２月上旬 

 【調査事項】 １．魚種別収穫量，２．魚種別種苗販売量 

※ 

【調査票名】 ３－３湖沼漁業生産統計調査票 

 【調査対象】 （地域）琵琶湖，霞ヶ浦及び北浦 （単位）事業所 （属性）水揚機関，漁

業経営体及び養殖業経営体を対象とする。 （抽出枠）前年の３湖沼経営体

名簿 

 【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１３０ （配布）郵送・オンライン・調査員 （取

集）郵送・オンライン・調査員 （記入）併用 （把握時）調査実施年の前

年の１月１日～１２月３１日 （系統）農林水産本省→民間事業者→報告者 

 【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）調査実施年の１月中旬～２月上旬 

 【調査事項】 １．漁業種類別魚種別漁獲量，２．養殖魚種別収穫量，３．天然産種苗採捕

量，４．魚種別種苗販売量 
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【調査名】 民間企業の勤務条件制度等調査 

【承認年月日】 平成２１年０８月１８日 

【実施機関】 人事院職員福祉局職員福祉課 

【目 的】 民間企業における労働条件，休業・休暇，福利厚生，退職管理及び災害補償法定

外給付等の諸制度を調査し，公務員の勤務条件検討のための基礎資料を得る。 

【沿 革】 昭和４６年に開始され，以後毎年実施されている。 

【調査の構成】 １－民間企業の勤務条件制度等調査 調査票 

【公 表】 プレス及びインターネット並びに報告書（調査翌年の９月末） 

※ 

【調査票名】 １－民間企業の勤務条件制度等調査 調査票 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）日本標準産業分類の次に掲げる大分

類に属する企業のうち，常勤の従業者数５０人以上のもの Ｂ．漁業，Ｃ．

鉱業，採石業，砂利採取業，Ｄ．建設業，Ｅ．製造業，Ｆ．電気・ガス・熱

供給・水道業，Ｇ．情報通信業，Ｈ．運輸業，郵便業，Ｉ．卸売業，小売業，

Ｊ．金融業，保険業，Ｋ．不動産業，物品賃貸業，Ｌ．学術研究，専門・技

術サービス業，Ｎ．生活関連サービス業，娯楽業，Ｏ．教育，学習支援業，

Ｐ．医療，福祉，Ｒ．サービス業（他に分類されないもの） （抽出枠）職

種別民間給与実態調査対象企業名簿 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）６，３８８／３７，１１５ （配布）郵送・

職員 （取集）郵送・職員 （記入）併用 （把握時）毎年１０月１日現在 

（系統）人事院－報告者 

 【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年１０月１日～同年１１月２０日 

 【調査事項】 Ａ．社宅の状況等，Ｂ．失効した年次有給休暇の積立制度，Ｃ．病気休暇制

度，Ｄ．業務災害及び通勤災害に対する法定外給付制度 １．法定外給付制

度の有無，２．給付額の決定に当たって勘案する要素及び給付額，Ｅ．新規

学卒者等の定期採用と年齢制限，Ｆ．中途採用と人事交流 １．中途採用の

状況，２．人事交流の状況，Ｇ．従業員の退職管理等の状況 １．定年制の

状況，２．継続雇用制度の状況，３．定年制，継続雇用制度の今後の変更予

定，４．役職定年制，５．定年前の役職者の雇用管理の状況（定年制あり企

業のみ），６．退職金制度の状況 
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【調査名】 農業物価統計調査 

【承認年月日】 平成２１年０８月１９日 

【実施機関】 農林水産省大臣官房統計部経営・構造統計課 

【目 的】 農業物価統計調査は，農業における投入・産出の物価変動を測定するため，農業

経営に直接関係のある物価を把握し，その結果を総合して農業物価指数等を作成す

る。 

【調査の構成】 １－農業物価統計調査調査票 

【公 表】 調査結果の概要：印刷物及びインターネット（月次：調査翌月末まで，年次：調 

査翌年の５月末まで） 調査結果の詳細：報告書として刊行及びホームページに掲 

載（調査翌々年の２月末まで）  

※ 

【調査票名】 １－農業物価統計調査調査票 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）農家 （属性）１．農産物生産者価格調査（農業協

同組合，出荷組合，集出荷業者又はその団体，食肉卸売業等），２．農業生産

資材価格調査（小売店等） 

 【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１．農産物生産者価格調査 ２，３６９ ２．

農業生産資材価格調査 １，３２９ （配布）郵送・調査員・オンライン・フ

ァクシミリ （取集）郵送・調査員・オンライン・ファクシミリ （記入）

併用 （把握時）毎月１５日（野菜は５日及び１５日） （系統）農林水産

省本省→民間事業者→報告者 

 【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査票の配布：毎年又は毎月，調査票の回収：

調査日が属する月の末日 

 【調査事項】 １．農産物生産価格（農家が生産した農産物の販売価格から，出荷販売に要

した経費を控除した価格），２．農業生産資材価格（農家が農業経営に使用す

る主要な農業生産資材の小売価格） 
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【調査名】 消費者向け電子商取引実態調査 

【承認年月日】 平成２１年０８月２０日 

【実施機関】 経済産業省経済産業政策局調査統計部産業統計室 

【目 的】 我が国の消費者向け電子商取引の実態について売上高（商品別）、販売方法、配送

方法、決済手段等を明らかにする 

【調査の構成】 １－平成２１年消費者向け電子商取引実態調査 調査票 

【公 表】 調査結果報告書 平成２２年５月に刊行物とＨＰにて公表  

※ 

【調査票名】 １－平成２１年消費者向け電子商取引実態調査 調査票 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業者 （属性）消費者向け電子商取引を行う事業

者 （抽出枠）平成１８年事業所・企業統計調査、商業統計調査、企業活動

基本調査、業界団体の名簿（社団法人日本通信販売協会、一般社団法人モバ

イル・コンテンツ・フォーラム、一般財団法人日本電子商取引事業振興財団）、

大手電子商店街運営事業者（楽天株式会社、ヤフー株式会社、株式会社ディ

ー・エヌ・エー）が保有する出店事業者名簿 

 【調査方法】 （選定）全数 （客体数）８０，０００ （配布）郵送・オンライン （取

集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）平成２１年１０月１日現

在 （系統）経済産業省→民間事業者→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年１０月３１日 

 【調査事項】 １．企業の概要（１）名称及び電話番号、（２）所在地、（３）経営組織及び

資本金額又は出資金額、（４）消費者向け電子商取引への参入時期、（５）事

業従事者数、（６）売上高、（７）売上高の最も多い業種、２．消費者向け電

子商取引年間売上高と消費者が選択した決済方法の種類別の割合（１）物品

別（消費者が選択した受取方法の種類別割合）、（２）サービス別、（３）デジ

タルコンテンツ、３．電子商取引以外の消費者への販売方法の別、４．消費

者の購入端末の形態の識別状況、５．インターネット上に出店している店舗

形態、６．オークション実施の有無 
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【調査名】 環境投資等実態調査 

【承認年月日】 平成２１年０８月２６日 

【実施機関】 環境省総合環境政策局環境経済課 

【目 的】 我が国の産業部門における大規模な事業者（企業、学校法人、医療法人、組合等

を含む）を対象に、環境負荷低減を図る設備投資や費用支出など、事業活動におけ

る環境保全支出の動向を定量的に把握し、環境行政の基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－環境投資等実態調査調査票 

【公 表】 調査結果は環境省のＨＰ等にて公表、調査実施年の翌年１月頃  

※ 

【調査票名】 １－環境投資等実態調査調査票 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業者 （属性）全業種の事業者（企業、学校法人、

医療法人、組合等含む） （抽出枠）事業所母集団データベース名簿（新規

事業者等を株式会社帝国データバンク「ＣＯＳＭＯＳ２（企業概要データベ

ース）」で補完） 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）６，０００／１１，０００ （配布）郵送・

オンライン （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）終了し

た直近の会計年度 （系統）環境省→民間調査機関→報告者 

 【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）０９月０１日～１０月１６日 

 【調査事項】 １．事業者の概要（１）資本金、（２）従業員数、（３）年間売上高、（４）全

設備投資総額、（５）環境会計導入の有無、２．公害防止に関する設備投資額

及び費用額、３．地球環境保全に関する設備投資額及び費用額、４．資源循

環に関する設備投資額及び費用額、５．研究開発に関する費用額、６．その

他の環境保全活動に関する設備投資額及び費用額 
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【調査名】 福祉事務所現況調査 

【承認年月日】 平成２１年０８月３１日 

【実施機関】 厚生労働省社会・援護局総務課 

【目 的】 社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）に基づき設置されている福祉に関する事

務所について，その組織及び活動の現況を把握することにより，福祉事務所の運営

指導等に関する基礎資料を得る。 

【沿 革】 昭和２６年福祉事務所発足の年から業務資料として徴収 

【調査の構成】 １－福祉事務所現況調査 調査票 

【公 表】 厚生労働省ホームページ及び報告書作成（調査年翌年３月下旬） 

※ 

【調査票名】 １－福祉事務所現況調査 調査票 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）社会福祉法（昭和２６年法律第４

５号）１４条に定める福祉に関する事務所及び同法附則第７項の経過規定に

定める組織 （抽出枠）福祉事務所符号一覧 

 【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，２４４ （配布）郵送 （取集）郵送・オン

ライン （記入）自計 （把握時）調査年の１０月１日 （系統）厚生労働

省－都道府県・指定都市・中核市－報告者（福祉事務所） 

 【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）調査票配布予定日：調査年の９月第３月曜日，

調査票回収終了日：調査年の１２月第１金曜日 

 【調査事項】 １．福祉事務所符号番号，２．福祉事務所名，３．所在地，４．電話番号，

５．管内の状況，６．所管区域，７．支所数，８．家庭児童相談室の設置状

況，９．特殊勤務手当の支給状況，１０．保健所・保健センターとの関係，

１１．職種別職員数等，１２．生保担当査察指導員の経験年数，１３．生保

担当現業員の経験年数，１４．福祉六法以外の福祉関係業務の所掌状況，１

５．生保上における外部委託の状況，１６．他の協議会等との連絡調整状況，

１７．成年後見制度利用支援事業の利用状況，１８．就労支援の実績，１９．

福祉専門職（相談援助職）の採用について 
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○届出統計調査の受理 

（１）新規 

【調査名】 愛知県科学技術基本計画策定調査 

【受理年月日】 平成２１年０８月０３日 

【実施機関】 愛知県産業労働部新産業課科学技術推進室 

【目 的】 平成２３年度を始期とする「第３期愛知県科学技術基本計画（仮称）」を策定する

にあたり参考とするために、科学技術に対する考えや研究開発の取組状況等を調査

する。 

【調査の構成】 １－愛知県科学技術基本計画策定調査調査票（愛知県内大学等研究者向け） 

２－愛知県科学技術基本計画策定調査調査票（愛知県内事業者向け） 

※ 

【調査票名】 １－愛知県科学技術基本計画策定調査調査票（愛知県内大学等研究者向け） 

 【調査対象】 （地域）県内全域 （単位）個人 （属性）大学、公的研究機関等の研究者 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，０００／１６，０００ （配布）郵送 

（取集）郵送 （記入）自計 （把握時）７月３１日現在 （系統）愛知県

→民間調査機関→報告者 

 【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）１０月０１日～１０月２３日 

 【調査事項】 １．研究者の属性（所属機関、年齢、性別）、２．研究室の構成（学生・研究

者等、企業からの派遣研究者・外国人研究者の人数）、３．研究室の研究費（見

込み）、４．外部資金研究費の獲得状況、５．研究室に所属する大学院博士課

程学生、学位取得単位研究者への対応（重点的に指導している事項、進路等

に関する事項）、６．研究開発対象分野、７．産学官連携の状況、８．子ども

達の理科ばなれ対策の取組状況、９．意見・要望等 

※ 

【調査票名】 ２－愛知県科学技術基本計画策定調査調査票（愛知県内事業者向け） 

 【調査対象】 （地域）県内全域 （単位）事業者 （属性）日本標準産業分類に掲げる大

分類による製造業、建設業、サービス業に属する従業者数１０人以上の事業

者 （抽出枠）平成１８年事業所・企業統計調査の調査結果 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）５００／６２，０００ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）３月３１日、７月３１日 （系統）愛

知県→民間調査機関→報告者 

 【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）１０月０１日～１０月２３日 

 【調査事項】 １．業種、２．資本金額、３．従業員数、４．売上高、５．本社と工場等の

事業所の立地形態、６．研究開発の目的、７．研究開発推進上の問題点、８．

研究費の配分及び増減、９．外部資金研究費の獲得状況、１０．研究者の割

合、学位取得者の割合、１１．研究者等の育成方法、１２．研究開発対象分
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野、１３．研究開発の成果の取扱状況、１４．産学官連携の状況、１５．意

見・要望等 
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【調査名】 仕事と子育て両立支援に関する意向調査 

【受理年月日】 平成２１年０８月０３日 

【実施機関】 愛知県産業労働部労政担当局労働福祉課 

【目 的】 次世代育成支援対策推進法や育児休業，介護休業等育児又は家族介護を行う労働

者の福祉に関する法律等が施行され，男女労働者に対して「仕事と家庭の両立支援」

の取組が進められる中で，取組の阻害要因等を探り，分析することにより，同支援

の普及に対する課題等を把握し，今後の企業への取組の方向性を見いだし，もって

一層の普及促進を図る。 

【調査の構成】 １－仕事と子育て両立支援に関する意向調査 調査票（郵送調査） ２－仕 

事と子育て両立支援に関する意向調査 調査票（聞き取り調査） 

※ 

【調査票名】 １－仕事と子育て両立支援に関する意向調査 調査票（郵送調査） 

 【調査対象】 （地域）愛知県内 （単位）企業 （属性）従業員３０名以上の企業 （抽

出枠）（株）東京商工リサーチの企業データ 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，０００／８，４０９ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２１年９月１日（ただし，一部調

査事項については，平成２０年４月１日～平成２１年３月３１日，又は，平

成２１年１月～平成２１年８月末） （系統）愛知県－（株）日経リサーチ

－調査対象企業 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年０８月３１日～平成２１年０

９月１８日 

 【調査事項】 「ワーク・ライフ・バランス」「愛知県ファミリー・フレンドリー企業」の認

知度，これらの普及阻害要因，及び育児・介護休業制度，子の看護休暇制度

の普及と取得実績 

※ 

【調査票名】 ２－仕事と子育て両立支援に関する意向調査 調査票（聞き取り調査） 

 【調査対象】 （地域）愛知県内 （単位）企業 （属性）従業員３０名以上の企業 （抽

出枠）（株）東京商工リサーチの企業データ 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）５００／８，４０９ （配布）調査員 （取

集）調査員 （記入）他計 （把握時）平成２１年９月１日 （系統）愛知

県－（株）日経リサーチ－調査対象企業 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年０８月３１日～平成２１年１

０月２０日 

 【調査事項】 「ワーク・ライフ・バランス」「愛知県ファミリー・フレンドリー企業」の認

知度，これらの普及阻害要因，及び育児・介護休業制度，子の看護休暇制度

の普及と取得実績  
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【調査名】 工芸産業実態調査 

【受理年月日】 平成２１年０８月０４日 

【実施機関】 沖縄県観光商工部商工振興課 

【目 的】 沖縄県の工芸産業産地の実態を把握し、工芸産業の振興・発展に役立てることを

目的とする。 

【調査の構成】 １－平成２１年度工芸産業実態調査調査票 

※ 

【調査票名】 １－平成２１年度工芸産業実態調査調査票 

 【調査対象】 （地域）沖縄県全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に掲げる

大分類Ｆー製造業に属する事業所のうち、繊維工業（組合、事業所）、木材・

木製品製造業（事業所）、窯業・土石製品製造業（組合、事業所）、家具・装

備品製造業（組合、事業所）、その他の製造業（組合、事業所） 

 【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）調査日現在 （系統）沖縄県→沖縄県内各市町村→各産地

組合→報告者、沖縄県→沖縄県内各市町村→報告者 

 【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）１０月３０日 

 【調査事項】 １．組合・非組合の別（工芸品名・所属組合名・事業所名・代表者名・所在

地）、２．従事者数、３．組合員数、４．生産額等（生産額、出荷額、主な出

荷先、観光土産品への割合、原材料の調達状況）、５．主要品目名、６．従事

者の年齢構成・経験年数、７．昨年度との比較、８．経営の状況（原材料調

達、従事者の確保、技術の継承及び改善、製品の企画・デザイン、資金の調

達、精算の状況、販路、全体的な経営状況） 
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【調査名】 北九州市企業景況調査 

【受理年月日】 平成２１年０８月０７日 

【実施機関】 北九州市産業経済局産業振興部産業政策課 

【目 的】 北九州地区の経済環境は、最近の各種経済指標によると、急速な悪化には歯止め

がかかり、また、企業の景況感も下げ止まりつつある。しかし、一方では設備投資

の減少や個人消費の低迷、さらには雇用・所得環境が一段と悪化しており、依然と

して先行き不透明な状況が続いている。この景気悪化の状況から脱却を図るには、

内外需の回復を待つばかりではなく地域経済の成長戦略を見据えた、力強い産業の

育成や高い付加価値を生み出す産業の創出に取り組み、実態経済の回復を図ること

が肝要であると考える。ついては、市内の景況を正確に把握し、今後の市の施策に

活かすことを目的とする。 

【調査の構成】 １－北九州市企業景況調査調査票 

※ 

【調査票名】 １－北九州市企業景況調査調査票 

 【調査対象】 （地域）北九州市全域 （単位）企業 （属性）北九州市内に本社がある企

業で、実際に活動・営業をしている企業 （抽出枠）民間事業者が保有する

企業情報 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，０００／８，０００ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）９月調査は７～９月、２月調査は１～

３月 （系統）北九州市→民間事業者→報告者 

 【周期・期日】 （周期）年２回 （実施期日）９月上旬の１０日間、２月下旬から３月上

旬にかけての１０日間 

 【調査事項】 １．フェイス事項、２．会社概要（１）資本金、（２）北九州市内従業員数、

（３）業種、３．会社業況、３．第１四半期の（１）売上高、（２）受注高、

（３）生産高、（４）収益、（５）販売価格または請負価格、（６）材料価格ま

たは仕入価格、（７）在庫、（８）資金繰り、４．売上高、収益等の昨年比、

５．今後の雇用状況（新規採用計画の方向、雇用計画の見直し、資本体系の

見直し、派遣従業員（非正規雇用の採用）、６．景気の影響、７．金融機関か

らの借入の実施・予定・難易度、８．セーフティネット保証について、９．

設備投資の動き（１）設備の状況、（２）設備投資、１０．経営上の問題店、

１１．景況回復に必要な北九州市の施策に期待すること等 
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【調査名】 奈良県民のくらしに関する調査 

【受理年月日】 平成２１年０８月０７日 

【実施機関】 奈良県総務部知事公室政策調整課 

【目 的】 少子化・高齢化や社会経済情勢の変化に伴い，家庭・家族も変容し多様化してい

く中で，奈良県民の今のくらしの実態を多様な家族類型の視点から明らかにし，県

の施策の企画立案の基礎資料として活用することを目的とする。 

【調査の構成】 １－奈良県民のくらしに関する調査 調査票 

※ 

【調査票名】 １－奈良県民のくらしに関する調査 調査票 

 【調査対象】 （地域）奈良県内全域 （単位）世帯 （属性）一般世帯 （抽出枠）平成

１７年国勢調査 調査区 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１０，０００／５００，９９４ （配布）

調査員 （取集）調査員 （記入）自計 （把握時）平成２１年１０月１日 

（系統）奈良県－民間事業者－調査員－報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年０９月１５日～平成２１年１

０月２０日 

 【調査事項】 各世帯員の属性，住宅の種類，世帯主が奈良県に住むようになったきっかけ

と理由，居住年数，配偶者が働いている理由，または働いていない理由，家

事の分業の状況，子育ての分業の状況と世帯員以外の手助け等の状況，看護・

介護の分業の状況と世帯員以外の支援や援助の状況，余暇・自由な時間の取

得状況と取れなかった場合の理由，余暇の過ごし方，家族と過ごす時間の取

得状況と取れなかった場合の理由，家族が一緒に過ごす内容と頻度，消費行

動について，別居の親戚の人数と遠近状況，及びつきあいの程度，近所との

つきあいの程度，地域社会とのつながりの状況，１か月当たり平均家計支出

総額と主な費目別額，１年間の世帯全体の収入額，世帯員の収入の種類別収

入額，貯蓄額，借入金額とその目的 
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【調査名】 県民の健康に関する意識及び実態調査 

【受理年月日】 平成２１年０８月０７日 

【実施機関】 埼玉県保健医療部健康づくり支援課 

【目 的】 埼玉県の健康増進計画（平成１３年～２２年）の各指標の現状値を明らかにする

ことで，進捗状況を評価し，次期計画における目標値設定の基礎資料とする。 

【調査の構成】 １－県民の健康に関する意識及び実態調査 アンケート調査票 

※ 

【調査票名】 １－県民の健康に関する意識及び実態調査 アンケート調査票 

 【調査対象】 （地域）埼玉県内全域 （単位）個人 （属性）埼玉県内に在住する満２０

歳以上の男女 （抽出枠）住民基本台帳 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，０００／７，２１１，７３９ （配布）

郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２１年１０月 （系統）

県→報告者 

 【周期・期日】 （周期）不定期 （実施期日）平成２１年１０月０１日～１０月３１日 

 【調査事項】 １．性別，２．妊娠・子供の有無，３．年齢，４．医療保険，５．職業，６．

世帯構成，７．病気の有無（有る場合は病名），７．健康増進計画の認知度，

８．健康全般，９．食生活，１０．運動・休養，１１．歯の健康，１２．飲

酒，１３．喫煙，１４．健康診断 
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【調査名】 埼玉県職業能力開発調査 

【受理年月日】 平成２１年０８月１０日 

【実施機関】 埼玉県産業労働部産業人材育成課 

【目 的】 埼玉県内事業所・求職者の人材育成ニーズの把握 

【調査の構成】 １－埼玉県職業能力開発調査 調査票（事業所調査） ２－埼玉県職業能力

開発調査 調査票（求職者調査） 

※ 

【調査票名】 １－埼玉県職業能力開発調査 調査票（事業所調査） 

 【調査対象】 （地域）埼玉県全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類の次に掲

げる大分類に属する事業所 「建設業」，「製造業」，「電気・ガス・熱供給・

水道業」，「情報通信業」，「運輸業，郵便業」，「卸売・小売業」，「金融・保険

業」，「宿泊業，飲食サービス業」，「生活関連サービス業，娯楽業」，「医療・

福祉」，「サービス業（他に分類されないもの」 （抽出枠）事業所・企業統

計調査の事業所名簿 

 【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）３，０００／２２４，５８１ （配布）郵送 

（取集）調査員 （記入）自計 （把握時）平成２１年８月下旬～１０月下

旬 （系統）埼玉県産業人材育成課－調査受託会社－事業所 

 【周期・期日】 （周期）未定 （実施期日）平成２１年８月下旬～平成２１年１１月中旬 

 【調査事項】 （１）雇用形態別の従業員の状況，（２）種別の従業員の過不足状況，（３）

近い将来の求人予定，（４）採用時に重視する事項，（５）従業員研修（人材

育成）の実施状況等について，（６）従業員の技能習得に対する取組，（７）

技能の継承に対する取組，（８）公共訓練機関（県立高等技術専門校）の利用

状況及び要望 

※ 

【調査票名】 ２－埼玉県職業能力開発調査 調査票（求職者調査） 

 【調査対象】 （地域）埼玉県全域 （単位）個人 （属性）埼玉県内在住の求職者 （抽

出枠）原則として職業安定所等の出口調査により求職者を抽出する。年齢は，

外見から判断して抽出し，口頭で確認する。また居住地も口頭で確認する。 

 【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）６００／１３１，９００ （配布）調査員 （取

集）調査員 （記入）他計 （把握時）平成２１年８月下旬 （系統）埼玉

県産業人材育成課－調査受託企業－求職者 

 【周期・期日】 （周期）未定 （実施期日）平成２１年８月下旬（３日間） 

 【調査事項】 （１）希望職種・採用形態，（２）会社選びの基準，（３）技能・資格取得の

ための取組などに関する調査 
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【調査名】 平成２１年度第８次千葉県廃棄物処理計画の策定に係る基礎調査 

【受理年月日】 平成２１年０８月１７日 

【実施機関】 千葉県環境生活部資源循環推進課 

【目 的】 第８次千葉県廃棄物処理計画の策定に必要な県全体の産業廃棄物の発生量、処分

量等の基礎数値を把握するため、産業廃棄物排出事業者等に対し、個々の事業活動

における産業廃棄物の発生量等をはじめ、今後の事業活動予定等を調査する。 

【調査の構成】 １－千葉県産業廃棄物実態調査票（その１） ２－千葉県産業廃棄物実態調

査票（その２） 

※ 

【調査票名】 １－千葉県産業廃棄物実態調査票（その１） 

 【調査対象】 （地域）県内全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に掲げる大

分類Ａ農業からＲ公務に属する事業所 （抽出枠）事業所・企業統計調査事

業者名簿 

 【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）７，０００／５７，０００ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２０年４月１日から平成２１年３

月３１日 （系統）千葉県→民間事業者→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年９月中旬から平成２１年１０

月上旬 

 【調査事項】 １．事業所の概要（事業所名、所在地、業種、事業内容、事業所の形態）、２．

事業活動量（従業者数、年間製品出荷額、発電量、ガス生産量）、３．産業廃

棄物発生の有無、（１）発生状況（不要物の種類、年間発生量）、（２）自社中

間処理状況（処理方法、場所、処理後量）、（３）自社未処理または自社中間

処理後の処理状況（処理区分、場所、処理主体、再生利用の用途）、４．管理

状況、５．処理業者選定基準、６．廃棄物量の把握方法、７．発生抑制につ

いて、８．再生資源利用の予定、８．電子マニフェスト・ＧＰＳの使用につ

いて 

※ 

【調査票名】 ２－千葉県産業廃棄物実態調査票（その２） 

 【調査対象】 （地域）県内全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に掲げる大

分類Ａ農業からＲ公務に属する事業所 （抽出枠）事業所・企業統計調査事

業名簿 

 【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）７，０００／５７，０００ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２０年４月１日から平成２１年３

月３１日まで （系統）千葉県→民間事業者→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年９月中旬から平成２１年１０

月上旬 
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 【調査事項】 １．産業廃棄物の中間処理（脱水・乾燥・焼却等）施設（１）現有施設の有

無、（２）現有中間処理施設について（種類、区分、主な処理廃棄物、施設の

合計能力、設置年）、２．自社最終処分場の有無、（４）現有最終処分場につ

いて（埋め立て地の所在地（区域・市町村名）、種類、主な埋立物、埋立開始

年、埋立地の規模、残余年数及び残存容量）、３．中間処理施設の整備計画の

有無及び整備計画内容、４．最終処分場の設置計画の有無及び整備計画内容、

５．産業廃棄物の適正処理について、６．廃棄物処理場の問題点、７．今後

の産業廃棄物処理施設の整備に対する希望、８．産業廃棄物の減量化・再資

源化について（１）進捗状況、（２）減量化・再資源化できない理由、（３）

発生抑制・減量化・再資源化の技術開発の有無と実用化の目途 

 

  



- 33 - 
 

【調査名】 鳥取県における少子化対策等に関するアンケート 

【受理年月日】 平成２１年０８月１８日 

【実施機関】 鳥取県福祉保健部子育て支援総室 

【目 的】 少子化及び子育て支援対策について，直接子育て家庭の意見を聞くことにより，

今後の施策の基礎資料とする。 

【調査の構成】 １－鳥取県における少子化対策等に関するアンケート 調査票 

※ 

【調査票名】 １－鳥取県における少子化対策等に関するアンケート 調査票 

 【調査対象】 （地域）鳥取県内全域 （単位）個人 （属性）高校生以下の保護者 

 【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１，５００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）平成２１年７月～９月 （系統）鳥取県－報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年７月～９月 

 【調査事項】 １．子育てに関する考え方・状況，２．子育て支援サービス利用状況，３．

仕事と子育ての両立状況，４．今後の少子化対策（要望等） 
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【調査名】 埼玉県非正規労働者雇用環境調査 

【受理年月日】 平成２１年０８月１９日 

【実施機関】 埼玉県産業労働部勤労者福祉課 

【目 的】 非正規労働者の雇止めや契約期間中の途中解雇・退職など，労使間トラブルや正

規労働者との不均衡な待遇などの問題が指摘されている中で，県内の非正規労働者

の実態を調査し，今後の労働施策に反映する。 

【調査の構成】 １－埼玉県非正規労働者雇用環境調査 調査票（個人調査） ２－埼玉県非

正規労働者雇用環境調査 調査票（事業所調査） 

※ 

【調査票名】 １－埼玉県非正規労働者雇用環境調査 調査票（個人調査） 

 【調査対象】 （地域）埼玉県内全域 （単位）個人 （属性）従業員規模１０人以上の民

営事業所のうち，日本標準産業分類の次に掲げる大分類に属する事業所（下

記１２業種）に該当する事業所において就業している非正規労働者から抽出

（調査対象とする１２業種） 「建設業」「製造業」「情報通信業」「運輸業，

郵便業」「卸売・小売業」「金融業・保険業」「不動産業，物品賃貸業」「宿泊

業，飲食サービス業」「医療，福祉」「教育，学習支援業」「複合サービス事業」

「サービス業（他に分類されないもの）」 （抽出枠）「事業所・企業統計調

査」の事業所名簿 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）４，０００／１，１４２，５００ （配布）

調査員 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２１年９月１日 （系

統）埼玉県－受託業者－事業所－調査対象（個人） 

 【周期・期日】 （周期）不定期 （実施期日）平成２１年０９月０７日～１２月０４日 

 【調査事項】 １．就業状況，２．雇用契約，３．就労条件，４．正社員と比べた待遇，５．

職業能力開発，６．職場への満足感，７．就労スタイル，８．正社員への転

換，９．雇用問題，１０．正社員との待遇の差，１１．職場や県への要望，

１２．あなた自身のこと 

※ 

【調査票名】 ２－埼玉県非正規労働者雇用環境調査 調査票（事業所調査） 

 【調査対象】 （地域）埼玉県内全域 （単位）事業所 （属性）従業員規模１０人以上の

民営事業所のうち，日本標準産業分類の次に掲げる大分類に属する事業所（１

２業種）「建設業」「製造業」「情報通信業」「運輸業，郵便業」「卸売・小売業」

「金融業・保険業」「不動産業，物品賃貸業」「宿泊業，飲食サービス業」「医

療，福祉」「教育，学習支援業」「複合サービス事業」「サービス業（他に分類

されないもの）」 （抽出枠）事業所・企業統計調査の事業所名簿 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）４，０００／２２４，５８１ （配布）郵

送 （取集）調査員 （記入）自計 （把握時）平成２１年９月１日 （系
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統）埼玉県－受託業者－事業所 

 【周期・期日】 （周期）不定期 （実施期日）平成２１年０９月０７日～１１月２０日 

 【調査事項】 １．人材確保の状況，２．各種制度の運用状況，３．非正規労働者の契約更

新，４．職業能力開発，５．正社員と比較した雇用環境，６．契約の解除等，

７．雇用条件の決定，８．今後の展望と課題 
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【調査名】 産業廃棄物税の導入に関する意識調査 

【受理年月日】 平成２１年０８月２０日 

【実施機関】 沖縄県文化環境部環境整備課 

【目 的】 産業廃棄物税の施行後５年を目途とした、同税の見直しの検討に必要な基礎資料

を得る。 

【調査の構成】 １－産業廃棄物税の導入に関する意識調査票（排出事業者） ２－産業廃棄

物税の導入に関する意識調査票（産業廃棄物処理業者） 

※ 

【調査票名】 １－産業廃棄物税の導入に関する意識調査票（排出事業者） 

 【調査対象】 （地域）沖縄県全域 （単位）事業者 （属性）日本標準産業分類に掲げる

「大分類建設業ー中分類全事業」をはじめ別紙「産業廃棄物税の導入に関す

る意識調査についてー２（３）１，の排出事業者調査対象業種及び調査対象

事業所数」に掲載されている事業所、 （抽出枠）平成１８年事業所・企業

統計調査名簿 

 【調査方法】 （選定）全数及び無作為抽出 （客体数）２００／４，２００ （配布）郵

送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査実施年の前々年４月１日

から調査する年の３月３１日までの２年間 （系統）沖縄県文化環境部環境

整備課→民間事業者→報告者 

 【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）８月下旬から９月中旬まで 

 【調査事項】 １．産業廃棄物の発生・排出、中間処理、最終処分の量の増減（５年後の状

況予測も含む）及びその理由、２．産業廃棄物税の認知度、３．産業廃棄物

税導入に伴う産業廃棄物の排出抑制、再生利用等の取組み状況及び現場にお

ける効果、４．産業廃棄物税制度に関する意見、５．産業廃棄物税の税収使

途に関する意見 

※ 

【調査票名】 ２－産業廃棄物税の導入に関する意識調査票（産業廃棄物処理業者） 

 【調査対象】 （地域）沖縄県全域 （単位）事業所 （属性）県内において産業廃棄物の

処分を業として行う全事業所 （抽出枠）平成１８年事業所・企業統計調査

名簿 

 【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１６８／１６８ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）調査実施年の前々年４月１日から調査する年の３月３

１日までの２年間 （系統）沖縄県文化環境分環境整備課→民間事業者→報

告者 

 【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）８月下旬から９月中旬まで 

 【調査事項】 １．事業所の概要、２．産業廃棄物の処理量の増減及び増減理由、３．中間

処理料金における産業廃棄物税の加算状況、４．産業廃棄物税の税収使途に
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関する意見 
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【調査名】 青果物生産事情調査 

【受理年月日】 平成２１年０８月２０日 

【実施機関】 滋賀県農政水産部農業経営課 

【目 的】 滋賀県内における野菜産地の生産事情を的確にとらえ，県内野菜産地の育成に資

する。 

【調査の構成】 １－青果物生産事情調査 調査票 

※ 

【調査票名】 １－青果物生産事情調査 調査票 

 【調査対象】 （地域）滋賀県内全域 （単位）市町 （属性）市町 

 【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２６ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自

計 （把握時）年度（調査年前年の４月～調査年の３月） （系統）滋賀県

農業経営課－農業農村振興事務所－市町 

 【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）９月１日～１０月末日 

 【調査事項】 農家戸数，作付面積，生産量，販売量，販売量の内訳 
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【調査名】 市場取扱品流通状況調査 

【受理年月日】 平成２１年０８月２１日 

【実施機関】 大阪府中央卸売市場業務部指導課 

【目 的】 大阪府中央卸売市場を経由して供給される生鮮食料品について，その流通の実態

を地域別・業態別に把握し，今後の市場業務運営の参考に資する。 

【調査の構成】 １－大阪府中央卸売市場流通調査票（卸売業者） ２－大阪府中央卸売市場

流通調査票（仲卸業者） 

※ 

【調査票名】 １－大阪府中央卸売市場流通調査票（卸売業者） 

 【調査対象】 （地域）大阪府中央卸売市場 （単位）事業所 （属性）大阪府中央卸売市

場で業を営む卸売業者 

 【調査方法】 （選定）全数 （客体数）４ （配布）職員 （取集）職員 （記入）自計 

（把握時）毎年１０月第２土曜日（国勢調査のある年はその翌週） （系統）

大阪府－報告者 

 【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）提出期限：調査基準日の２週間後 

 【調査事項】 商品の種類，搬出先の業態・地域，商品の配達状況，品名・数量，加工状況 

※ 

【調査票名】 ２－大阪府中央卸売市場流通調査票（仲卸業者） 

 【調査対象】 （地域）大阪府中央卸売市場 （単位）事業所 （属性）大阪府中央卸売市

場で業を営む仲卸業者 

 【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１４７ （配布）仲卸組合 （取集）仲卸組合 （記

入）自計 （把握時）毎年１０月第２土曜日（国勢調査のある年はその翌週） 

（系統）大阪府－仲卸組合－報告者 

 【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）提出期限：調査基準日の２週間後 

 【調査事項】 商品の種類，搬出先の業態・地域，商品の配達状況，品名・数量，加工状況 
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【調査名】 福島県歯科疾患実態調査 

【受理年月日】 平成２１年０８月２４日 

【実施機関】 福島県保健福祉部健康増進課 

【目 的】 本調査は，福島県における歯科保健状況を把握し，福島県における今後の歯科保

健医療対策の推進に必要な基礎資料を得ること，また，健康ふくしま２１計画なら

びに福島県歯っぴいライフ８０２０運動推進計画の評価に活用することを目的とす

る。 

【調査の構成】 １－福島県歯科疾患実態調査票 

※ 

【調査票名】 １－福島県歯科疾患実態調査票 

 【調査対象】 （地域）福島県全域 （単位）世帯 （属性）世帯及び当該世帯の１５歳以

上（基準日：平成２１年９月１日現在）の世帯員 （抽出枠）平成２１年度

県民健康調査 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）世帯 １，１００、１５歳以上の世帯員 ２，

５００ （配布）調査員 （取集）調査員 （記入）他計 （把握時）平成

２１年１１月に調査区ごとに設定した期日（検診実施日現在） （系統）都

道府県－福島県歯科医師会－調査員（歯科医師，診査補助員）－報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年１０月末～１１月 

 【調査事項】 １．対象者の基本属性（性・生年月日），２．現在歯の状況（う蝕の有無，処

置歯の有無），３．喪失歯およびその補綴状況，４．歯肉の状況，５．歯列・

咬合の状況，５．歯ブラシの使用状況，６．歯磨剤の使用状況，７．顎関節

の異常，８．歯科検診ならびに歯石除去等の実施状況，９．喫煙の有無及び

喫煙が歯周病のリスクであることの認知の有無 
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【調査名】 産業廃棄物実態調査 

【受理年月日】 平成２１年０８月２４日 

【実施機関】 福井県安全環境部循環社会推進課 

【目 的】 廃棄物の発生量および処理量について全数調査を行い、５年毎に策定予定の廃棄

物処理計画の基礎資料を得る 

【調査の構成】 １－廃棄物実態調査票（運輸業用） ２－廃棄物実態調査票（建設業用） ３

－廃棄物実態調査票（製造業用） ４－廃棄物実態調査票（医療業用） ５

－廃棄物実態調査票（その他用） 

※ 

【調査票名】 １－廃棄物実態調査票（運輸業用） 

 【調査対象】 （地域）福井県全域 （単位）事業所 （属性）昭和１５年度に産業廃棄物

を年間１０ｔ以上発生していた運輸業の事業所 （抽出枠）平成１５年度時

点で福井県が把握している「産業廃棄物を年間１０トン以上発生していた事

業所」の名簿 

 【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２０／２０ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）調査を実施する前年度４月１日～翌年３月３１日 （系

統）福井県→民間事業者→報告者 

 【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）９月上旬から９月下旬 

 【調査事項】 １．事業所の概要（１）事業所名、（２）所在地等、（３）事業内容、２．事

業の概要（１）従業者数、（２）車の整備等、３．廃棄物発生の有無、４．発

生した廃棄物の処理（１）事業所内の焼却の有無、（２）事業所内の脱水の有

無、５．自社で発生した廃棄物の状況（１）廃棄物の名称、（２）分類番号、

（３）年間発生量、（４）自社での中間処理方法、（５）自社での中間処理後

量、（６）処理・処分の方法、（７）処理・処分先又は再生利用先の名称、（８）

処理・処分先又は再生利用先の所在地、（９）委託中間処理の方法、（１０）

委託処理後の処分方法、（１１）資源化用途 

※ 

【調査票名】 ２－廃棄物実態調査票（建設業用） 

 【調査対象】 （地域）福井県全域 （単位）事業所 （属性）昭和１５年度に産業廃棄物

を年間１０ｔ以上発生していた建設業の事業所 （抽出枠）平成１５年度時

点で福井県が把握している「産業廃棄物を年間１０トン以上発生していた事

業所」の名簿 

 【調査方法】 （選定）全数 （客体数）３００／３００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）調査を実施する前年度４月１日～翌年３月３１日 （系

統）福井県→民間事業者→報告者 

 【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）９月上旬から９月下旬 
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 【調査事項】 １．事業所の概要（１）事業所名、（２）所在地等、（３）元請工事の有無、

２．工事実績（１）工事件数、（２）元請完成工事高、３．廃棄物発生の有無、

４．発生した廃棄物の処理（１）工事現場又は自社施設の焼却の有無、（２）

工事現場又は自社施設の脱水の有無、５．工事現場で発生した廃棄物の状況

（１）廃棄物の名称、（２）分類番号、（３）年間発生量、（４）工事現場又は

自社での中間処理方法、（５）工事現場又は自社の中間処理後量、（６）処理・

処分の方法、（７）処理・処分先又は再生利用先の名称、（８）処理・処分先

又は再生利用先の所在地、（９）委託中間処理の方法、（１０）委託処理後の

処分方法、（１１）資源化用途 

※ 

【調査票名】 ３－廃棄物実態調査票（製造業用） 

 【調査対象】 （地域）福井県全域 （単位）事業所 （属性）昭和１５年度に産業廃棄物

を年間１０ｔ以上発生していた製造業の事業所 （抽出枠）平成１５年度時

点で福井県が把握している「産業廃棄物を年間１０トン以上発生していた事

業所」の名簿 

 【調査方法】 （選定）全数 （客体数）３５０／３５０ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）調査を実施する前年度４月１日～翌年３月３１日 （系

統）福井県→民間事業者→報告者 

 【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）９月上旬から９月下旬 

 【調査事項】 １．事業所の概要（１）事業所名、（２）所在地等、（３）事業内容、２．事

業概要（１）従業者数、（２）製造品出荷額、（３）事業所の形態、３．廃棄

物発生の有無・量的変化、４．発生した廃棄物の処理（１）事業所内の焼却

の有無、（２）事業所内の脱水の有無、５．事業所で発生した廃棄物の状況（１）

廃棄物の名称、（２）分類番号、（３）年間発生量、（４）自社での中間処理方

法、（５）自社での中間処理後量、（６）処理・処分の方法、（７）処理・処分

先又は再生利用先の名称、（８）処理・処分先又は再生利用先の所在地、（９）

委託中間処理の方法、（１０）委託処理後の処分方法、（１１）資源化用途 

※ 

【調査票名】 ４－廃棄物実態調査票（医療業用） 

 【調査対象】 （地域）福井県全域 （単位）事業所 （属性）昭和１５年度に産業廃棄物

を年間１０ｔ以上発生していた医療業の事業所 （抽出枠）平成１５年度時

点で福井県が把握している「産業廃棄物を年間１０トン以上発生していた事

業所」の名簿 

 【調査方法】 （選定）全数 （客体数）３０／３０ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）調査を実施する前年度４月１日～翌年３月３１日 （系

統）福井県→民間事業者→報告者 
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 【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）９月上旬から９月下旬 

 【調査事項】 １．事業所の概要（１）事業所名、（２）所在地等、（３）主な診療科目、（３）

従業者数、（４）病床数、２．廃棄物発生の有無、３．発生した廃棄物の処理

（１）事業所内の焼却の有無、４．自社で発生した廃棄物の状況（１）廃棄

物の名称、（２）分類番号、（３）年間発生量、（４）自社での中間処理方法、

（５）自社での中間処理後量、（６）処理・処分の方法、（７）処理・処分先

又は再生利用先の名称、（８）処理・処分先又は再生利用先の所在地、（９）

委託中間処理の方法、（１０）委託処理後の処分方法、（１１）資源化用途 

※ 

【調査票名】 ５－廃棄物実態調査票（その他用） 

 【調査対象】 （地域）福井県全域 （単位）事業所 （属性）昭和１５年度に産業廃棄物

を年間１０ｔ以上発生していたその他の事業所 （抽出枠）平成１５年度時

点で福井県が把握している「産業廃棄物を年間１０トン以上発生していた事

業所」の名簿 

 【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１２０／１２０ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）調査を実施する前年度４月１日～翌年３月３１日 （系

統）福井県→民間事業者→報告者 

 【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）９月上旬から９月下旬 

 【調査事項】 １．事業所の概要（１）事業所名、（２）所在地等、（３）事業内容、２．事

業概要（１）従業者数、（２）事業所の形態、３．廃棄物発生の有無、４．発

生した廃棄物の処理（１）事業所内の焼却の有無、５．事業所で発生した廃

棄物の状況（１）廃棄物の名称、（２）分類番号、（３）年間発生量、（４）自

社での中間処理方法、（５）自社での中間処理後量、（６）処理・処分の方法、

（７）処理・処分先又は再生利用先の名称、（８）処理・処分先又は再生利用

先の所在地、（９）委託中間処理の方法、（１０）委託処理後の処分方法、（１

１）資源化用途 
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【調査名】 苫小牧都市圏パーソントリップ調査 

【受理年月日】 平成２１年０８月２５日 

【実施機関】 北海道建設部まちづくり局都市計画課 

【目 的】 苫小牧都市圏の都市交通の実態を総合的に把握するため，都市圏の人の動きに着

目した調査を実施し，総合的な都市交通計画策定のための基礎資料とする。 

【調査の構成】 １－苫小牧都市圏パーソントリップ調査 調査票（世帯票・自動車票） ２

－苫小牧都市圏パーソントリップ調査 調査票（個人票・平日） ３－苫小

牧都市圏パーソントリップ調査 調査票（個人票・休日（日曜日）） 

※ 

【調査票名】 １－苫小牧都市圏パーソントリップ調査 調査票（世帯票・自動車票） 

 【調査対象】 （地域）苫小牧市，白老町，安平町，厚真町，むかわ町 （単位）世帯 （属

性）個人 （抽出枠）住民基本台帳 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２２，０００／２２０，０００ （配布）

調査員 （取集）調査員 （記入）自計 （把握時）平成２１年１０月の平

日・休日各１日間 （系統）北海道－民間事業者－調査員－報告者 

 【周期・期日】 （周期）１０年 （実施期日）平成２１年１０月上旬に配布し，概ね１ヶ

月で回収する 

 【調査事項】 世帯の状況，通勤・通学・通園先，自動車の保有状況 

※ 

【調査票名】 ２－苫小牧都市圏パーソントリップ調査 調査票（個人票・平日） 

 【調査対象】 （地域）苫小牧市，白老町，安平町，厚真町，むかわ町 （単位）個人 （属

性）個人 （抽出枠）住民基本台帳 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２２，０００／２２０，０００ （配布）

調査員 （取集）調査員 （記入）自計 （把握時）平成２１年１０月の平

日１日間 （系統）北海道－民間事業者－調査員－報告者 

 【周期・期日】 （周期）１０年 （実施期日）平成２１年１０月上旬に配布し，概ね１ヶ

月で回収する 

 【調査事項】 １日の交通利用実態（目的，手段など） 

※ 

【調査票名】 ３－苫小牧都市圏パーソントリップ調査 調査票（個人票・休日（日曜日）） 

 【調査対象】 （地域）苫小牧市，白老町，安平町，厚真町，むかわ町 （単位）個人 （属

性）個人 （抽出枠）住民基本台帳 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２２，０００／２２０，０００ （配布）

調査員 （取集）調査員 （記入）自計 （把握時）平成２１年１０月の休

日１日間 （系統）北海道－民間事業者－調査員－報告者 

 【周期・期日】 （周期）１０年 （実施期日）平成２１年１０月上旬に配布し，概ね１ヶ
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月で回収する 

 【調査事項】 １日の交通利用実態（目的，手段など） 
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【調査名】 県民の運動・スポーツに関する意識・実態調査 

【受理年月日】 平成２１年０８月２６日 

【実施機関】 鳥取県教育委員会スポーツ振興課 

【目 的】 県民の運動・スポーツに関する活動の実態や意識・要望を調査し，運動・スポー

ツに関する県民の実状を総合的に把握し，今後の本県生涯スポーツの推進施策の基

礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－平成２１年度県民の運動・スポーツに関する意識・実態調査 調査票 

※ 

【調査票名】 １－平成２１年度県民の運動・スポーツに関する意識・実態調査 調査票 

 【調査対象】 （地域）鳥取県内全域 （単位）個人 （属性）成人以上の男女 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，５００／４８８，５６８ （配布）郵

送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２１年１０月１日～１０

月３１日 （系統）鳥取県－報告者 

 【周期・期日】 （周期）４年 （実施期日）平成２１年０９月３０日 

 【調査事項】 １．健康、運動・スポーツに対する意識，２．運動・スポーツの活動状況，

３．今後の運動・スポーツへの意識・要望，（ただし，１，３については，意

識に関する事項） 
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【調査名】 携帯電話アンケート調査 

【受理年月日】 平成２１年０８月２６日 

【実施機関】 鳥取県教育委員会家庭・地域教育課 

【目 的】 児童生徒および保護者における携帯電話やインターネットの使用状況や，使用に

対する考え方を調査・分析し，今後の学校教育に活かす。 

【調査の構成】 １－２００９年度 携帯電話アンケート 調査票（小学６年生用） ２－２

００９年度 携帯電話アンケート 調査票（中高生用） ３－２００９年度 

携帯電話アンケート 調査票（保護者用） 

※ 

【調査票名】 １－２００９年度 携帯電話アンケート 調査票（小学６年生用） 

 【調査対象】 （地域）鳥取県内全域 （単位）個人 （属性）小中高特別支援学校（小学

６年生） 

 【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）３，０００／６，０００ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）毎年８月現在 （系統）鳥取県教育委

員会－学校－児童生徒 

 【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年９月末日 

 【調査事項】 携帯電話およびインターネットの使用に関して 

※ 

【調査票名】 ２－２００９年度 携帯電話アンケート 調査票（中高生用） 

 【調査対象】 （地域）鳥取県内全域 （単位）個人 （属性）小中高特別支援学校（中学

２年生・高校２年生） 

 【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）４，５００／２１，０００ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）毎年８月現在 （系統）鳥取県教育委

員会－学校－児童生徒 

 【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年９月末日 

 【調査事項】 携帯電話およびインターネットの使用に関して 

※ 

【調査票名】 ３－２００９年度 携帯電話アンケート 調査票（保護者用） 

 【調査対象】 （地域）鳥取県内全域 （単位）個人 （属性）小中高特別支援学校（保護

者） 

 【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）７，５００／２７，０００ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）毎年８月現在 （系統）鳥取県教育委

員会－学校－保護者 

 【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年９月末日 

 【調査事項】 携帯電話およびインターネットの使用に関して 
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【調査名】 中小企業労働条件等実態調査 

【受理年月日】 平成２１年０８月２６日 

【実施機関】 東京都労働相談情報センター相談調査課 

【目 的】 事業所調査及び従業員調査により，属性，労働条件，意識等を調査し，今後の労

働行政上の基礎資料とする。 

【調査の構成】 １－パートタイマーの実態調査 調査票（事業所票） ２－パートタイマー

の実態調査 調査票（個人票） 

※ 

【調査票名】 １－パートタイマーの実態調査 調査票（事業所票） 

 【調査対象】 （地域）東京都内全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類の大分

類「農業，林業」「漁業」「鉱業，採石業，砂利採取業」に属する事業所を除

く常用雇用者が１０人以上の民営事業所 （抽出枠）平成１８年事業所・企

業統計調査 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，０００／１２８，１９４ （配布）郵

送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）１０月１日 （系統）東京都

－民間事業者－報告者 

 【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）１０月１日発送：１０月１９日提出期限 

 【調査事項】 回答者の属性（事業所規模，業種等），労働条件（賃金，労働時間等），各種

制度（福利厚生，教育訓練等），行政機関への要望事項等 

※ 

【調査票名】 ２－パートタイマーの実態調査 調査票（個人票） 

 【調査対象】 （地域）東京都内全域 （単位）個人 （属性）事業所調査の結果協力を得

られた事業所の従業員 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，０００ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）１０月１日 （系統）東京都－民間事業者－報告

者 

 【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）１１月２日発送：１１月２０日提出期限 

 【調査事項】 回答者の属性（性別，年齢，職種等），労働条件（賃金，労働時間等），各種

制度（福利厚生，教育訓練等），行政機関への要望事項等 
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【調査名】 産業労働計画（仮称）策定基礎調査 

【受理年月日】 平成２１年０８月２７日 

【実施機関】 愛知県産業労働部産業労働政策課 

【目 的】 平成２２年度末に策定予定である産業労働計画（仮称）に必要な基礎データを収

集することを目的とする。 

【調査の構成】 １－企業アンケート調査票 

※ 

【調査票名】 １－企業アンケート調査票 

 【調査対象】 （地域）愛知県内全域 （単位）企業 （属性）日本標準産業分類（平成１

４年改定）による「製造業」「情報通信業」「運輸業」「卸売・小売業」「飲食

店，宿泊業」「医療，福祉」「教育，学習支援業」「サービス業」を営む愛知県

内に本社を有する企業 （抽出枠）平成１８年事業所・企業統計調査 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，０００／７０，０００ （配布）郵送 

（取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２１年１０月１日 （系統）

愛知県産業労働部－民間事業者－報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年１０月０１日～平成２１年１

０月２３日 

 【調査事項】 創立年，資本金，従業員数，本社所在地，業種，主要製品・事業，自動車産

業との関わり，仕入・調達先の状況，経営上の問題点，技術開発上の問題点，

事業展開の方針，海外進出希望先，進出希望分野と課題，愛知県を拠点とす

るメリット，期待する企業に対する支援策，人材の過不足状況，従業員に期

待する能力，従業員のために重視していること，人材育成上の問題点，外部

教育機関の利用状況，従業員のキャリア形成に対する支援策，職業能力評価

の活用状況，技能継承への対応策，期待する職業訓練施策，労務管理上の問

題点及び取組状況，期待する労働施策，産業労働行政への意見 
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【調査名】 デジタルコンテンツ系企業実態把握調査 

【受理年月日】 平成２１年０８月２７日 

【実施機関】 愛知県産業労働部新産業課 

【目 的】 本県デジタルコンテンツ産業振興施策の参考とするため、緊急雇用創出事業基金

事業を活用し、デジタルコンテンツ系企業、デジタルコンテンツ系学科・コースを

有する大学・専修学校及びデジタルコンテンツ関連施設設置状況の県内での実態を

把握することを目的とする。 

【調査の構成】 １－デジタルコンテンツ系企業実態把握調査 デジタルコンテンツ系企業／

事業所アンケート調査 調査票 ２－デジタルコンテンツ系企業実態把握調

査デジタルコンテンツ系教育機関向けアンケート調査票 ３－デジタルコン

テンツ系企業実態把握調査デジタルコンテンツ研究開発支援施設向けアンケ

ート調査票 

※ 

【調査票名】 １－デジタルコンテンツ系企業実態把握調査 デジタルコンテンツ系企業／事

業所アンケート調査 調査票 

 【調査対象】 （地域）愛知県内全域 （単位）企業 （属性）映像（マンガ、映画、放送、

アニメ）制作、ゲーム制作、音楽、デザイン、３次元設計、ｗｅｂ制作、広

告代理店、広告制作等の会社・個人で愛知県内に事業所を有する企業 （抽

出枠）ホームページ、電話帳等 

 【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１，０００ （配布）民間事業者による調査 

（取集）民間事業者による調査 （記入）自計 （把握時）平成２１年９月

１日現在（売上金額に係る項目については直近決算日） （系統）愛知県→

民間事業者→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年０９月２５日～平成２１年１

０月１６日 

 【調査事項】 １．事業所名、２．所在地・郵便番号、３．組織形態、４．資本金、５．設

立・設置年月日、６．従業者数、７．回答者、８．取扱いデジタルコンテン

ツの内容、９．事業所の受、発注状況、１０．事業の今後の展開内容・課題、

１１．県に求める支援内容 

※ 

【調査票名】 ２－デジタルコンテンツ系企業実態把握調査デジタルコンテンツ系教育機関向

けアンケート調査票 

 【調査対象】 （地域）愛知県内全域 （単位）大学・専修学校等 （属性）デジタルコン

テンツ系の学科を有する大学・専修学校等 （抽出枠）ホームページ、電話

帳等 

 【調査方法】 （選定）全数 （客体数）５９ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自
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計 （把握時）平成２１年９月１日現在 （系統）愛知県→民間事業者→報

告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年０９月２５日～平成２１年１

０月１６日 

 【調査事項】 １．機関名、２．所在地、３．学生数、４．回答者、５．デジタルコンテン

ツ系学科・コースの概要、６．卒業生の進路動向、７．学生における就職先

の特徴、８．志望先の動向、９．所有しているコンテンツ関係施設・設備、

１０．デジタルコンテンツ系企業との連携状況、１１．人材育成の現状と課

題、１２．県に希望する支援策 

※ 

【調査票名】 ３－デジタルコンテンツ系企業実態把握調査デジタルコンテンツ研究開発支援

施設向けアンケート調査票 

 【調査対象】 （地域）愛知県内全域 （単位）施設 （属性）大学、公的施設等の編集ス

タジオ、モーションキャプチャースタジオ等 

 【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１３ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自

計 （把握時）平成２１年９月１日現在 （系統）愛知県→民間事業者→報

告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年０９月２５日～平成２１年１

０月１６日 

 【調査事項】 １．機関名、２．所在地、３．施設概要、４．事業概要、５．回答者、６．

所有しているデジタルコンテンツ関係施設・設備、７．デジタルコンテンツ

系企業との連携状況、８．県に希望する支援策 
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【調査名】 公共の場所等における受動喫煙防止対策実施状況調査 

【受理年月日】 平成２１年０８月２７日 

【実施機関】 愛知県健康福祉部健康担当局健康対策課 

【目 的】 愛知県内の多数の人が利用する公共の場所等における受動喫煙防止対策の実施状

況等を調査して実態を把握することにより，今後のたばこ対策を総合的，効果的に

推進するための基礎資料とする。 

【調査の構成】 １－公共の場所等における受動喫煙防止対策実施状況調査 調査票 

※ 

【調査票名】 １－公共の場所等における受動喫煙防止対策実施状況調査 調査票 

 【調査対象】 （地域）愛知県内全域 （単位）事業所 （属性）鉄道，病院，社会福祉施

設，金融機関，デパート，大型スーパー，レストラン，ファミリーレストラ

ン，ホテル，その他大型施設，事業所，市町村役場，保健センター 

 【調査方法】 （選定）全数及び無作為抽出 （客体数）１，６５２ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査年の１０月１日 （系統）愛知県

－民間事業者－報告者 

 【周期・期日】 （周期）不定期 （実施期日）発送日：調査年の９月３０日，提出期限：

調査年の１０月３１日 

 【調査事項】 ａ．禁煙・分煙の実施状況，ｂ．喫煙制限実施状況 
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【調査名】 奈良県ひとり親家庭実態調査 

【受理年月日】 平成２１年０８月２８日 

【実施機関】 奈良県福祉部こども家庭局こども家庭課 

【目 的】 奈良県内の母子家庭，父子家庭，寡婦家庭（以下「ひとり親家庭」という。）の生

活状況等やニーズを把握し，各種統計資料も併せて全国との比較分析のうえ，ひと

り親家庭の福祉において重点的に取り組むべき課題を明確化する。 

【調査の構成】 １－奈良県ひとり親家庭実態調査 調査票 

※ 

【調査票名】 １－奈良県ひとり親家庭実態調査 調査票 

 【調査対象】 （地域）奈良県全域 （単位）世帯 （属性）ひとり親家庭（母子世帯，父

子世帯，寡婦世帯） （抽出枠）父子世帯・寡婦世帯：平成１７年国勢調査 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，０００／２９，６７４ （配布）郵送 

（取集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査年の８月１日 （系統）奈良

県－民間事業者－報告者 

 【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）調査票の配布開始：調査年の９月下旬， 調

査票の回収期限：調査年の１０月中旬 

 【調査事項】 世帯の状況，住居の状況，就労の状況，収入の状況，養育費の状況，悩み・

ニーズの状況，ひとり親家庭に関する施策の認知度等 
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【調査名】 新型インフルエンザ対策に関するアンケート調査 

【受理年月日】 平成２１年０８月２８日 

【実施機関】 高知県衛生研究所 

【目 的】 高知県内の企業に対して新型インフルエンザについてのアンケート調査を行い，

各企業の新型インフルエンザ対策の状況及び対策の内容等を把握し，今後の新型イ

ンフルエンザ対策を検討するための基礎資料とする。 

【調査の構成】 １－新型インフルエンザ対策に関するアンケート調査 調査票 

※ 

【調査票名】 １－新型インフルエンザ対策に関するアンケート調査 調査票 

 【調査対象】 （地域）高知県全域 （単位）事業所 （属性）従業者規模２０人以上の民

営事業所 （抽出枠）平成１８年度事業所・企業統計調査 調査区別民営事

業所漢字リスト 

 【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）３２２／１，２３６ （配布）郵送 （取集）

郵送 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）高知県－報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年０９月２８日～平成２１年１

０月２０日 

 【調査事項】 ア．基本的事項（ア）企業の属性，（イ）業種，（ウ）従業員数  イ．ブタ

由来新型インフルエンザ対応状況 （ア）影響，（イ）感染症対策，（ウ）予

防対策，（エ）予防啓発  ウ．強毒性新型インフルエンザの対応状況 （ア）

感染症対策，（イ）対策の参考としたガイドライン等，（ウ）未対策の理由 

 

  



- 55 - 
 

【調査名】 雇用動向及び職業能力開発に関する事業所意向調査 

【受理年月日】 平成２１年０８月３１日 

【実施機関】 熊本県商工観光労働部労働雇用総室 

【目 的】 第９次熊本県職業能力開発計画の策定に際し，事業所の雇用動向及び職業能力開

発について調査を行い，計画策定の基礎資料とする。 

【調査の構成】 １－雇用動向及び職業能力開発に関する事業所意向調査 調査票 

※ 

【調査票名】 １－雇用動向及び職業能力開発に関する事業所意向調査 調査票 

 【調査対象】 （地域）熊本県全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類（平成１

４年３月改定）による大分類Ｅ～Ｑの事業であって，従業員数３０人以上の

事業所 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，０００／３，９２５ （配布）郵送 （取

集）調査員 （記入）自計 （把握時）平成２１年９月１日 （系統）熊本

県－民間事業者－報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年１０月～平成２２年１月 

 【調査事項】 １．事業所の概要，２．労働者採用動向や過不足感について，３．インター

ンシップの受入状況，若年者に求める能力等について，４．新たな事業展開

やそれに伴う人材確保について，５．事業所内での能力開発の状況，６．県

立熊本高等技術訓練校について，７．県立技術短期大学校について，８．職

業能力開発促進センター（ポリテクセンター）について，９．職業能力開発

行政に対する要望 
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【調査名】 男女間における暴力に関する調査 

【受理年月日】 平成２１年０８月３１日 

【実施機関】 山口県環境生活部男女共同参画課 

【目 的】 男女間の暴力に関する県民の意識，被害の経験の態様，程度及び被害の潜在化の

程度，理由などを把握し，その結果を「山口県配偶者からの暴力の防止及び被害者

の保護に関する基本計画」に反映させるとともに，今後の施策推進のための基礎資

料とする。 

【調査の構成】 １－男女間における暴力に関する調査 調査票 

※ 

【調査票名】 １－男女間における暴力に関する調査 調査票 

 【調査対象】 （地域）山口県内全域 （単位）個人 （属性）山口県内に居住する満２０

才以上の男女 （抽出枠）住民基本台帳 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，０００／１，２０６，０００ （配布）

郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２１年８月２１日 （系

統）山口県－報告者 

 【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２１年０８月２１日～０９月２５日 

 【調査事項】 １．配偶者からの暴力（配偶者からの暴力の有無，内容，時期，相談先，医

師の治療の有無，配偶者への暴力の有無等），２．交際相手からの暴力（１０

～２０代における交際相手の有無，交際相手からの暴力の有無，相談先，医

師の治療の有無，交際相手への暴力の有無等），３．男女間の暴力（身近な人

の被害の有無，つきまとい行為の被害の有無，痴漢被害の有無，痴漢以外の

性的被害の有無等） 
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【調査名】 滋賀県歯科保健実態調査 

【受理年月日】 平成２１年０８月３１日 

【実施機関】 滋賀県健康福祉部健康推進課 

【目 的】 平成１３年３月に策定した「滋賀県歯科保健将来構想－歯つらつしが２１－」の

最終評価年度である平成２２年度にその最終評価を行うため，各関係機関及び関係

者に対してアンケート調査を行い，本県の歯科保健の現状を把握することを目的と

する。 

【調査の構成】 １－子どもの歯の健康アンケート 調査票 ２－歯の健康アンケート 調査

票 ３－学校歯科保健アンケート 調査票 ４－歯科保健アンケート 調査

票 ５－成人歯科保健アンケート 調査票（成人住民） ６－成人歯科保健

アンケート 調査票（被保険者） ７－事業所における歯科保健対策アンケ

ート 調査票 ８－高齢者施設における歯科保健アンケート 調査票 ９－

障害者（児）施設等における歯科保健アンケート 調査票 １０－障害者通

所施設における歯科保健アンケート 調査票 １１－特別支援学校における

歯科保健アンケート 調査票 

※ 

【調査票名】 １－子どもの歯の健康アンケート 調査票 

 【調査対象】 （地域）滋賀県全域 （単位）個人 （属性）３歳６か月児歯科健診を受診

した幼児の保護者 

 【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，０００ （配布）職員 （取集）職員 （記

入）自計 （把握時）平成２１年６月～１０月 （系統）滋賀県→市町→報

告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年６月～１０月 

 【調査事項】 この一年間で，子どもの歯のことで困ったことがあるか，おやつの与え方，

授乳と哺乳瓶の使用状況，フッ素の活用について，歯磨きの状況について，

歯科健診の受診状況，歯についての知識、意識 

※ 

【調査票名】 ２－歯の健康アンケート 調査票 

 【調査対象】 （地域）滋賀県全域 （単位）個人 （属性）小学生（６年生）・中学生（１

年生） 

 【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）７００／１４，５００ ７００／１４，００

０ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２１年７

月 （系統）滋賀県→滋賀県教育委員会→小学校・中学校→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年７月 

 【調査事項】 歯や歯ぐきで困ったことがあるか，歯磨き時に出血があるか，歯磨きをして

いるか，歯磨き剤を使用しているか，歯を守るためにしていることは何か，
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むし歯予防で大切だと思うことは何か，歯に関する知識 

※ 

【調査票名】 ３－学校歯科保健アンケート 調査票 

 【調査対象】 （地域）滋賀県全域 （単位）学校 （属性）小学校・中学校 

 【調査方法】 （選定）全数 （客体数）３２９ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）平成２１年７月 （系統）滋賀県→滋賀県教育委員会→報

告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年７月 

 【調査事項】    学校保健安全計画における歯科保健の事項，保健教育における歯の取り組 

み，学校保健委員会での歯科保健活動，家庭との連携，地域や関係機関との 

連携，歯科保健のための学級指導の内容 

※ 

【調査票名】 ４－歯科保健アンケート 調査票 

 【調査対象】 （地域）滋賀県全域 （単位）施設 （属性）幼稚園・保育所 

 【調査方法】 （選定）全数 （客体数）４４１ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）平成２１年８月 （系統）滋賀県→滋賀県教育委員会→報

告者（幼稚園）， 滋賀県→報告者（保育所） 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年８月 

 【調査事項】 昼食後の歯磨き，歯の衛生週間の行事，園独自の取り組み，歯磨き指導の有

無，歯垢染め出しテストの実施状況，歯のパンフレットの利用状況，フッ化物

塗布の状況，フッ化物洗口の実施状況，フッ素入り歯磨き剤の利用状況，フッ

化物の利用について，家庭との連携，市町、保健所との協力事業 

※ 

【調査票名】 ５－成人歯科保健アンケート 調査票（成人住民） 

 【調査対象】 （地域）滋賀県全域 （単位）個人 （属性）成人住民 （抽出枠）調査期

間中に，市町の成人保健事業に参加した住民全員 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，０００／２００，０００ （配布）職

員 （取集）職員 （記入）自計 （把握時）平成２１年６月～１０月 （系

統）滋賀県→市町→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年６月～１０月 

 【調査事項】  噛むことに満足しているか，この一年間で困ったことがあったか，口の状態， 

歯科健診の受診状況について，歯のために心がけていること，歯科保健知識， 

歯の数 

※ 

【調査票名】 ６－成人歯科保健アンケート 調査票（被保険者） 

 【調査対象】 （地域）滋賀県全域 （単位）個人 （属性）健康保険組合連合会の組織の
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被保険者 

 【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）２，０００／５３，０００ （配布）職員 （取

集）職員 （記入）自計 （把握時）平成２１年９月～１１月 （系統）滋

賀県→健康保険組合連合会→企業→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年９月～１１月 

 【調査事項】   噛むことに満足しているか，この一年間で困ったことがあったか，口の状

態，歯科健診の受診状況について，歯のために心がけていること，歯科保健

知識，歯の数 

※ 

【調査票名】 ７－事業所における歯科保健対策アンケート 調査票 

 【調査対象】 （地域）滋賀県全域 （単位）企業 （属性）常雇雇用者規模１００人以上

の企業 （抽出枠）平成１８年事業所・企業統計調査名簿 

 【調査方法】 （選定）全数 （客体数）８５０ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）平成２１年９月～１０月 （系統）滋賀県→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年９月～１０月 

 【調査事項】  事業所規模，区分，歯科診療室の有無，労働安全法に定められた「歯科健診」 

の有無，一般業務の従業員に対する歯科健診の有無，歯科健診内容，今後の歯 

科健診の予定，事業所における歯科保健についての意見 

※ 

【調査票名】 ８－高齢者施設における歯科保健アンケート 調査票 

 【調査対象】 （地域）滋賀県全域 （単位）施設 （属性）老人福祉施設 

 【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１５５ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）平成２１年７月～８月 （系統）滋賀県→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年７月～８月 

 【調査事項】 この一年間に利用者の口のことで困ったことがあるか，口の手入れの状況， 

歯科健診の状況，歯科治療の状況，入れ歯の状況，口腔ケアへの意見 

※ 

【調査票名】 ９－障害者（児）施設等における歯科保健アンケート 調査票 

 【調査対象】 （地域）滋賀県全域 （単位）施設 （属性）障害者（児）施設（入所） 

 【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２２ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自

計 （把握時）平成２１年７月～８月 （系統）滋賀県→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年７月～８月 

 【調査事項】 この一年間に利用者の口のことで困ったことがあるか，口の手入れの状況， 

歯科健診の状況，歯科治療の状況，歯科保健の知識，口腔ケアへの意見 

※ 

【調査票名】 １０－障害者通所施設における歯科保健アンケート 調査票 
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 【調査対象】 （地域）滋賀県全域 （単位）施設 （属性）障害者通所施設 

 【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１６１ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）平成２１年７月～８月 （系統）滋賀県→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年７月～８月 

 【調査事項】 この一年間に利用者の口のことで困ったことがあるか，口の手入れの状況， 

歯科健診の状況，歯科治療の状況，歯科保健の知識，口腔ケアへの意見 

※ 

【調査票名】 １１－特別支援学校における歯科保健アンケート 調査票 

 【調査対象】 （地域）滋賀県全域 （単位）学校 （属性）特別支援学校 

 【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１４ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自

計 （把握時）平成２１年７月～８月 （系統）滋賀県→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年７月～８月 

 【調査事項】 この一年間に利用者の口のことで困ったことがあるか，口の手入れの状況， 

歯科治療の状況，歯科保健の知識，口腔ケアへの意見 
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（２）変更 

【調査名】 新潟市景況調査 

【受理年月日】 平成２１年０８月０４日 

【実施機関】 新潟市経済国際部産業政策課 

【目 的】 新潟市内の民営事業所について景気動向を把握し，地域産業の振興施策を検討す

るうえでの基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－新潟市景況調査 

※ 

【調査票名】 １－新潟市景況調査 

 【調査対象】 （地域）新潟市全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に掲げる

大分類の建設業、製造業、情報通信業、運輸業、卸売・小売業、飲食店、宿

泊業、サービス業（他に分類されないもの）に属する民営事業所 （抽出枠）

平成１８年事業所・企業統計調査の名簿 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，０００ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）平成２１年４月から平成２１年９月まで （系統）

新潟市→報告者 

 【周期・期日】 （周期）半年 （実施期日）平成２１年０８月２１日～平成２１年０９月

０７日 

 【調査事項】 １．業況，２．受注状況，３．生産・売上，４．生産能力，５．出荷状況，

６．在庫水準，７．価格，８．採算，９．資金繰り，１０．雇用，１１．設

備投資，１２．経営上の問題、１３、事業所、業界の動向、１４．経済状況

の影響期間 
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【調査名】 京都府鉱工業生産動態統計調査 

【受理年月日】 平成２１年０８月０７日 

【実施機関】 京都府政策企画部調査統計課 

【目 的】 京都府における鉱工業生産の状況を把握し、府鉱工業指数作成のための基礎資料

を得る 

【調査の構成】 １－京都府鉱工業指数用調査票 

※ 

【調査票名】 １－京都府鉱工業指数用調査票 

 【調査対象】 （地域）京都府内全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類による

製造業を営む事業所のうち、要領で指定した品目を製造する事業所及び要領

で指定した品目の生産動態を集計する機関 （抽出枠）工業統計調査準備調

査名簿 

 【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）３５ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）毎月末日 （系統）京都府→報告者 

 【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）翌々月１０日 

 【調査事項】 １．月間生産高の数量及び金額、２．月間出荷高の数量及び金額、３．月末

在庫高の数量 
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【調査名】 大阪府労働関係調査 

【受理年月日】 平成２１年０８月２１日 

【実施機関】 大阪府商工労働部総合労働事務所 

【目 的】 大阪府内の民間事業所に働く労働者について，就業形態別に，労働時間，年間有

給休暇，時間外労働等の労働条件等の実態を把握し，労務改善のための基礎資料や

労働関係諸機関等の施策の参考に資することを目的とする。 

【調査の構成】 １－平成２１年度大阪府労働関係調査票 

※ 

【調査票名】 １－平成２１年度大阪府労働関係調査票 

 【調査対象】 （地域）大阪府内全域 （単位）事業所 （属性）建設業，製造業，情報通

信業，運輸業，卸売・小売業，金融・保険業，不動産業，飲食店・宿泊業，

医療・福祉，教育・学習支援業，複合サービス事業，サービス業（他に分類

されないもの）に属する従業者規模３０人以上の民営事業所 （抽出枠）平

成１８年事業所・企業統計調査事業所名簿 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）６，０００／２３，６６１ （配布）郵送 

（取集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査実施年の７月３１日現在 （系

統）大阪府商工労働部総合労働事務所－報告者 

 【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）調査実施年の９月中旬から１０月中旬 

 【調査事項】 １．会社の規模（労働者数），２．労働組合の有無，３．事業所の就業形態別

労働者数，４．正社員への登用制度の有無，５．正社員への登用制度（登用

実績），６．所定労働時間（就業形態別１日・１週），７．変形労働時間制の

導入状況，８．変形労働時間制の導入状況（正社員以外への導入状況），９．

労働時間等の課題について労使が話合う機会の有無，１０．短時間勤務を選

択できる制度の有無，１１．短時間勤務を選択できる制度（制度を利用でき

るケース），１２．所定外労働時間（男女別・正社員・パートタイム労働者別：

年間），１３．週休制の実施形態（正社員・パートタイム労働者別），１４．

事業所の年間休日日数（正社員・パートタイム労働者別），１５．年次有給休

暇の付与人数・付与日数・取得日数（正社員・パートタイム労働者別），１６．

雇用調整実施の有無及び内容，１７．ワークシェアリングの導入状況，１８．

雇用調整助成金等の活用状況 
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【調査名】 熊本県女性労働実態調査 

【受理年月日】 平成２１年０８月２７日 

【実施機関】 熊本県商工観光労働部労働雇用総室 

【目 的】 熊本県内事業所の女性労働者に対する雇用管理の現状や家庭との両立のための各 

種制度の整備状況，及び女性労働者の就業意識等を調査することにより，今後の県 

の女性労働行政のための基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－平成２１年度熊本県女性労働実態調査（事業所調査票） ２－平成２１

年度熊本県女性労働実態調査（個人調査票） 

※ 

【調査票名】 １－平成２１年度熊本県女性労働実態調査（事業所調査票） 

 【調査対象】 （地域）熊本県全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類（平成１

４年３月改定）による大分類Ａ～Ｑの事業所であって，従業者数５人以上の

事業所すべて （抽出枠）平成１８年事業所・企業統計調査調査区別民営事

業所漢字リスト 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，０００／２９，１４７ （配布）郵送 

（取集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査実施年の８月１日 （系統）

熊本県－民間事業者－報告者 

 【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）調査実施年１０月１日～１１月３０日 

 【調査事項】 ア．事業所の概要，イ．女性労働者の雇用管理（募集・採用，配置，昇進・

昇格，教育訓練，退職，平均勤続年数，ポジティブ・アクション，セクシャ

ルハラスメント），ウ．母性保護措置等について，エ．育児休業制度の実施状

況，オ．介護休業制度の実施状況，カ．仕事と家庭の両立に関する対策 

※ 

【調査票名】 ２－平成２１年度熊本県女性労働実態調査（個人調査票） 

 【調査対象】 （地域）熊本県全域 （単位）個人 （属性）日本標準産業分類（平成１４

年３月改定）による大分類Ａ～Ｑの事業所であって，従業者数５人以上の事

業所すべてに勤務する女性従業員 （抽出枠）平成１８年事業所・企業統計

調査調査区別民営事業所漢字リスト 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，０００ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）調査実施年の８月１日 （系統）熊本県－民間事

業者－事業所－報告者 

 【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）調査実施年１０月１日～１１月３０日 

 【調査事項】 ア．勤め先および就業状況，イ．働くことへの意識，ウ．現在の職場環境（男

女間での対応の違い，セクシャルハラスメント，育児休業制度，介護休業制

度），エ．仕事と家庭の両立，オ．自分自身について 
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